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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款第１７条の規定に基づ
き、書面交付請求をいただいた株主様に交付する書面には記載しており
ません。
なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、
株主の皆様に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書
面を一律でお送りいたします。

第56期定時株主総会招集ご通知に際しての
電子提供措置事項

連結計算書類の連結注記表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第56期（2025年３月21日から2026年３月20日まで）
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連結注記表

連結注記表
Ⅰ. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１. 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社数は、１社であります。

　連結子会社名は株式会社ハチバントレーディング（タイランド）であります。

⑵ 非連結子会社数は、１社であります。
　なお、子会社有限会社ハチバンベルトレーディング（ベトナム）は、合計の総資産、売上高、連結純損益及び利益剰余金等
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、連結しておりません。

２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法適用会社は、１社であります。

　持分法適用会社名は、ダブルフラワリングカメリア株式会社であります。

⑵ 持分法を適用していない非連結子会社は、１社であります。
　なお、子会社有限会社ハチバンベルトレーディング（ベトナム）は、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

⑶ 決算日が連結決算日と異なるダブルフラワリングカメリア株式会社については、当該会社の事業年度に係る計算書類を使用し
ております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社ハチバントレーディング（タイランド）の決算日は、12月31日であります。
連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連結決算日３月20

日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
商品・製品・原材料・貯蔵品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
③デリバティブ

為替予約
時価法
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⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法
②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法
なお、自社利用のソフトウエアは、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資産につ

いては、定額法
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶ 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金

売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度支給見込額のうち、当連結会計年度の負担相当額を計上しており

ます。
③役員株式給付引当金

役員向け株式交付信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役等に割り当てられたポイントに
応じた株式の支給見込額を計上しております。

④従業員株式給付引当金
従業員向け株式交付信託による当社株式の交付に備えるため、従業員株式交付規程に基づき、従業員に割り当てられたポイ

ントに応じた株式の支給見込額を計上しております。

⑷  重要な収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する

通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
①加盟店等向け売上

当社グループはらーめん店のフランチャイズチェーン本部を担っており、顧客（加盟店等）への食材等の卸売による収益
は、受注した食材等の引き渡しを履行義務としており、食材等を引き渡した時点で当該食材等の支配が移転し、履行義務が充
足されるものと判断して収益を認識しております。
②直営店売上

直営店舗店頭において、顧客からの注文に基づいた商品の提供を履行義務としており、提供すると同時に収益を認識してお
ります。
③商品販売売上

主に、フランチャイズチェーン加盟店等以外への顧客に対する食材等の卸売による収益は、①加盟店等向け売上と同様の計
上基準を採用しております。
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④その他の営業収入
主にロイヤリティ収入については、フランチャイズチェーン加盟店等の顧客に対して、フランチャイズ契約等に基づいた店

舗の運営許諾等を履行義務としており、加盟店等の売上高に一定割合を乗じて測定し、収益を認識しております。

なお、顧客が取引価格に充当するために利用する株主優待券および金券については、当該価格の減額として純額で収益を認
識しているほか、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引については、顧客から
受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

⑸　その他連結計算書類作成のための重要な事項
重要なヘッジの方法

ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用して
おります。

ヘッジ手段とヘッジ対象
外貨建債権債務を対象に、為替予約取引等によりヘッジを行っております。

ヘッジ方針
将来の為替変動リスク回避のために行っております。

ヘッジの有効性評価の方法
リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスクの量が収まっており、
ヘッジ対象となる為替リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。

Ⅱ. 追加情報に関する注記
（役員向け株式交付信託について）

当社は、2018年６月14日開催の第48期定時株主総会決議に基づいて導入された、当社取締役（社外取締役を除く。以下
同じ。）及び執行役員（委任型）（以下総称して「取締役等」という。）対象の株式報酬制度「役員向け株式交付信託」（以
下「本制度」という。）について、2024年5月30日開催の取締役会で本制度の継続と信託期間３年間の延長を決定しまし
た。

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役等に付与するポイントの数
に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役等に対して交付される株式報酬制度であります。取締役等に対し給付する
株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理を行います。なお、取締役等が
当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時であります。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託
が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を貸借対照表に計上しております。

なお、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、前連結会計年度末
の当該自己株式の帳簿価額は100,667千円、株式数は30,500株であり、当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は
100,667千円、株式数は30,500株であります。
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（従業員向け株式交付信託について）
当社は、2020年１月30日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な

効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株
式を交付するインセンティブプラン「従業員向け株式交付信託」制度（以下「本制度」という。）について、2025年1月31
日開催の取締役会で本制度の継続と信託期間5年間の延長を決定しました。

本制度は、予め当社が定めた従業員株式交付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を交付する
仕組みで、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポ
イントに相当する当社株式を交付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め
取得し、信託財産として分別管理を行います。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託
が保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を貸借対照表に計上しております。

なお、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、前連結会計年度末
の当該自己株式の帳簿価額は181,143千円、株式数は54,600株であり、当連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は
179,152千円、株式数は54,000株であります。

Ⅲ. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日　以下「2022年改正会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書き
に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日　以下
「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針
の変更による連結計算書類への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの
見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更
は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前
連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」等の適用）
　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年３月
22日）を当連結会計年度の期首から適用しております。
　なお、当連結会計年度においては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等を計上しておりません。
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Ⅳ. 表示方法の変更に関する注記
　前連結会計年度において「無形固定資産」に含めて表示しておりました「ソフトウエア」（前連結会計年度226,028千円）につ
きましては、重要性が高まったため、当連結会計年度においては区分掲記しております。

Ⅴ. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

外食事業における有形固定資産　1,952,773千円
減損損失　　　　　　　　　　　　    5,997千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、各店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位としており、減損の兆候がある店舗について、割引前将来
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失を計上しております。回
収可能価額は店舗の使用価値により測定し、使用価値がマイナスとなった場合には回収可能価額を零として算定しております。
②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

店舗の継続的使用によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの見積りは、翌連結会計年度については取締役会によっ
て承認された店舗別の損益計画を基礎としており、当該計画で策定されている期間を超える期間については、主として過去の趨勢
から見積った成長率に基づき算定しています。当該店舗別の損益計画における主要な仮定は、店舗ごとの立地や顧客層に応じたサ
ービスに基づく売上高であります。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、キャッシュ・フローの実績が見積金額と乖離する可能性がありま
す。また、経営環境の変化により店舗の収益が悪化した場合、翌連結会計年度において新たに減損の兆候が識別され、減損損失を
計上する可能性があります。

（繰延税金資産の回収可能性）
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　59,587千円
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有形固定資産の減価償却累計額 3,288,082千円

場　　　所 用　　　途 種　　　類

岡山県倉敷市 営業用資産 建物及び構築物等

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号）に定める会社分類に基づき、将来
の収益力に基づく課税所得の見積りにより、当連結会計年度末における将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち、将来の
税金負担額を軽減することができる範囲内で繰延税金資産を計上しております。
②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　課税所得の見積りは、翌連結会計年度については取締役会によって承認された予算を基礎としており、当該計画で策定されてい
る期間を超える期間については、主として過去の趨勢から見積った成長率に基づき算定しています。当該予算における主要な仮定
は、店舗ごとの立地や顧客層に応じたサービスに基づく売上高であります。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

主要な仮定については、見積りの不確実性が存在するため、課税所得の実績が見積金額と乖離する可能性があります。また、経
営環境の変化により店舗の収益が悪化した場合、翌連結会計年度において繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

Ⅵ. 連結貸借対照表に関する注記

Ⅶ. 連結損益計算書に関する注記
減損損失

当社グループは以下の資産グループにつき減損損失を計上いたしました。

当社グループは、減損の兆候を判定するに当たっては、原則として店舗資産単位を資産グループとしてグルーピングし
ております。

営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗において、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失
5,997千円（建物及び構築物4,939千円、工具、器具及び備品1,058千円）を特別損失に計上しております。

また、当資産グループの回収可能価額は使用価値と正味売却価額のいずれか高い金額を採用しております。正味売却価
額については、実質的に売却等が困難なため零として評価しております。使用価値の算出にあたっては、将来キャッシ
ュ・フローに基づき算定しておりますが、割引前将来キャッシュ・フローがマイナスであるため割引率の記載を省略して
おります。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 3,068,111株 －株 －株 3,068,111株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 128,480株 144株 600株 128,024株

決 議 株 式 の 種 類 配当金の総額
(千円)

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 ) 基 準 日 効 力 発 生 日

２ ０ ２ ５ 年 6 月 １ ２ 日
定  時  株  主  総  会(注 １) 普 通 株 式 30,247 10.00 2025年３月20日 2025年６月13日

２ ０ ２ ５ 年 1 0 月 3 1 日
取　締　役　会 (注 ２) 普 通 株 式 30,245 10.00 2025年９月20日 2025年12月１日

①配当金の総額 30,245千円
②１株当たり配当額 10円00銭
③基準日 2026年３月20日
④効力発生日 2026年６月19日

Ⅷ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式の総数に関する事項

⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注）1.普通株式の株式数には、「役員向け株式交付信託」および「従業員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会
社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式（当連結会計年度期首85,100株、当連結会計年度末84,500株）
が含まれております。

2.普通株式の増加144株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
3.普通株式の減少600株は、「従業員向け株式交付信託」制度に基づく従業員への給付等による減少であります。

２. 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

(注）１. 2025年６月12日定時株主総会決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」および「従業員向け株式交
付信託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式に対する配当金851千
円が含まれております。

２. 2025年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」および「従業員向け株式交付信
託」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式に対する配当金848千円が
含まれております。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年６月18日開催予定の第56期定時株主総会において次のとおり付議いたします。

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
(注）配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」および「従業員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会社日本

カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式に対する配当金845千円が含まれております。
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Ⅸ. 金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
当社グループは、余剰資金の運用については短期的な預金等に限定するとともに、投資などについては、安全性と必要性を個

別に検討し、実施することとしております。また、資金調達については銀行借入による方針であります。
デリバティブ取引は、為替の変動リスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債

権は、為替の変動リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
差入保証金は、主に賃借店舗の敷金・保証金であり、賃貸人の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金・未払費用は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為

替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨預金の残高の範囲内としております。
借入金は、主に設備投資や運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、返済期日は、最長で５年であります。なお、こ

れらは、金利変動リスクに晒されていますが、適時に資金繰り計画を作成・更新する事により管理しております。
デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替予約取引等であり

ます。なお、デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内規程に沿っており、また、デリバティブ取引の
利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、各部門が定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残
高を管理し、回収懸念を把握するよう努めております。

差入保証金は、預託先の状況に注意し、管理を行っております。
② 市場リスク（為替の変動リスク）の管理

当社グループは、為替の変動リスクに対して、常時モニタリングしており、リスクの軽減に努めております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、資金残高や借入金等の債務残高を定期的に取締役会に報告するとともに手許流動性を維持することなどに
より、流動性リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。

当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること
があります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 投資有価証券 226,210千円 226,210千円 －千円

⑵ 差入保証金 216,471 189,089 △27,382

資産計 442,682 415,299 △27,382

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴ 長期借入金(※) 465,026千円 456,459千円 △8,566千円

⑵ 長期未払金 10,682 10,304 △377

負債計 475,708 466,764 △8,943

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 399,589千円

非 連 結 子 会 社 株 式 16,132千円

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　その他有価証券 226,210千円 －千円 －千円 226,210千円
　資産計 226,210 － － 226,210

２. 金融商品の時価等に関する事項
2026年３月20日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

※１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
（注）１. 現金及び預金、売掛金、買掛金、未払金、未払費用については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること

から、注記を省略しております。また、リース債務及びデリバティブ取引についても、重要性が乏しいため記載を省略し
ております。

　　　２. 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

上記については、市場価格がないため、「（１）投資有価証券」には含めていません。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま

す。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

・時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
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区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 －千円 189,089千円 －千円 189,089千円
　資産計 － 189,089 － 189,089
長期借入金(※) － 456,459 － 456,459
長期未払金 － 10,304 － 10,304
　負債計 － 466,764 － 466,764

報告セグメント
合計外食事業 外販事業 海外事業

　加盟店等向け売上高 3,200,102 － 599,125 3,799,228
　直営店売上高 2,858,181 － － 2,858,181
　商品販売の売上高 － 576,962 495,689 1,072,652
　その他の営業収入 470,064 － 444,387 914,452
顧客との契約から生じる収益 6,528,348 576,962 1,539,202 8,644,513
その他の収益 － － － －
外部顧客への営業収益 6,528,348 576,962 1,539,202 8,644,513

・時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

※１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。
（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１

の時価に分類しております。
差入保証金

これらの時価については、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを償還予定期間に対応する国債の利回り等適
切な指標による利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によ
り算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期未払金

これらの時価については、将来キャッシュ・フローを支払い予定期間に対応した国債の利回り等適切な指標による利率
で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

Ⅹ. 賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

Ⅺ.  収益認識に関する注記
１.  顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
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顧客との契約から生じた債権 当連結会計年度
　期首残高 686,711
　期末残高 795,849

契約負債 当連結会計年度
　期首残高 64,302
　期末残高 9,485

１. １株当たり純資産額 1,295円18銭

２. １株当たり当期純利益 20円46銭

2.  収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　４.会計方

針に関する事項　⑷重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3.  当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴顧客との契約から生じた債権の残高

（単位：千円）

顧客との契約から生じた債権は、連結貸借対照表の売掛金に計上しております。

⑵契約負債の残高
（単位：千円）

契約負債は、顧客から履行義務を充足する前に受け取った前受金であり、収益の認識に伴い取り崩されます。契約負債は、連結
貸借対照表上、流動負債その他に含まれております。

⑶残存履行義務に配分した取引価格
当初に予測される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。

Ⅻ. １株当たり情報に関する注記

（注）「役員向け株式交付信託」および「従業員向け株式交付信託」が保有する当社株式84,500株を「１株当たり純資産額」およ
び「１株当たり当期純利益」の算定上、期末発行済株式数および期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めてお
ります。

XIII. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
①有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式
　　移動平均法による原価法
　その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの
　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法

②棚卸資産の評価基準及び評価方法
　商品・製品・原材料・貯蔵品
　　総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法）

③デリバティブ
　為替予約
　　時価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法
②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　定額法
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法、それ以外の無形固定資
産については定額法

③リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

⑶ 引当金の計上基準
①貸倒引当金

　売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額のうち、当事業年度の負担相当額を計上しております。

③役員株式給付引当金
　役員向け株式交付信託による当社株式の交付に備えるため、株式交付規程に基づき、取締役等に割り当てられたポイントに応
じた株式の支給見込額を計上しております。

④従業員株式給付引当金
従業員向け株式交付信託による当社株式の交付に備えるため、従業員株式交付規程に基づき、従業員に割り当てられたポイン

トに応じた株式の支給見込額を計上しております。

－ 12 －



2026/05/18 20:52:18 / 25300951_株式会社ハチバン_招集通知

個別注記表

⑷  重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりであります。
①加盟店等向け売上

当社はらーめん店のフランチャイズチェーン本部を担っており、顧客（加盟店等）への食材等の卸売による収益は、受注した
食材等の引き渡しを履行義務としており、食材等を引き渡した時点で当該食材等の支配が移転し、履行義務が充足されるものと
判断して収益を認識しております。
②直営店売上

直営店舗店頭において、顧客からの注文に基づいた商品の提供を履行義務としており、提供すると同時に収益を認識しており
ます。
③商品販売売上

主に、フランチャイズチェーン加盟店等以外への顧客に対する食材等の卸売による収益は、①加盟店等向け売上と同様の計上
基準を採用しております。
④その他の営業収入

主にロイヤリティ収入については、フランチャイズチェーン加盟店等の顧客に対して、フランチャイズ契約等に基づいた店舗
の運営許諾等を履行義務としており、加盟店等の売上高に一定割合を乗じて測定し、収益を認識しております。

なお、顧客が取引価格に充当するために利用する株主優待券および金券については、当該価格の減額として純額で収益を認識
しているほか、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け取る額か
ら仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識しております。

⑸ その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　　重要なヘッジの方法
　　　　ヘッジ会計の方法
　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用してお

ります。
　　　　ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　　外貨建債権債務を対象に、為替予約取引等によりヘッジを行っております。
　　　　ヘッジ方針
　　　　　将来の為替変動リスク回避のために行っております。
　　　　ヘッジの有効性評価の方法

リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティブのリスクの量が収まっており、
ヘッジ対象となる為替リスクが減殺されているかどうかを検証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。
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２. 追加情報に関する注記
（役員向け株式交付信託について）

当社は、2018年６月14日開催の第48期定時株主総会決議に基づいて導入された、当社取締役（社外取締役を除く。以下同
じ。）及び執行役員（委任型）（以下総称して「取締役等」という。）対象の株式報酬制度「役員向け株式交付信託」（以下
「本制度」という。）について、2024年5月30日開催の取締役会で本制度の継続と信託期間３年間の延長を決定しました。

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託が当社株式を取得し、当社が各取締役等に付与するポイントの数に
相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役等に対して交付される株式報酬制度であります。取締役等に対し給付する株式
については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理を行います。なお、取締役等が当社株
式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時であります。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託が
保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を貸借対照表に計上しております。

なお、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、前事業年度末の当該
自己株式の帳簿価額は100,667千円、株式数は30,500株であり、当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額は100,667千円、株
式数は30,500株であります。

（従業員向け株式交付信託について）
当社は、2020年１月30日開催の取締役会決議に基づき、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効

果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対して自社の株式を
交付するインセンティブプラン「従業員向け株式交付信託」制度（以下「本制度」という。）について、2025年1月31日開催
の取締役会で本制度の継続と信託期間5年間の延長を決定しました。

本制度は、予め当社が定めた従業員株式交付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員に対し当社株式を交付する仕
組みで、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイン
トに相当する当社株式を交付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得
し、信託財産として分別管理を行います。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第30号　2015年３月26日）を適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認識し、信託が
保有する株式に対する当社からの配当金及び信託に関する諸費用の純額を貸借対照表に計上しております。

なお、株式会社日本カストディ銀行が保有する当社株式は、純資産の部に自己株式として表示しており、前事業年度末の当該
自己株式の帳簿価額は181,143千円、株式数は54,600株であり、当事業年度末の当該自己株式の帳簿価額は179,152千円、株
式数は54,000株であります。
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⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 3,297,669千円
⑵ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

①短期金銭債権 1,204千円
②短期金銭債務 2,300千円

3. 会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日　以下「2022年改正会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項ただし書き
に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日　以下
「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針
の変更による計算書類への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」等の適用）
　「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号　2024年３月
22日）を当事業年度の期首から適用しております。
　なお、当事業年度においては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等を計上しておりません。

4. 表示方法の変更に関する注記
　　　前事業年度において「無形固定資産」に含めて表示しておりました「ソフトウエア」（前事業年度226,028千円）につきまし

ては、重要性が高まったため、当事業年度においては区分掲記しております。

5. 会計上の見積りに関する注記
（固定資産の減損）
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

外食事業における有形固定資産　1,953,955千円
減損損失　　　　　　　　　　　　    5,997千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　Ⅴ.会計上の見積りに関する注記（固定資産の減損）」に記載した内容と同一であります。

（繰延税金資産の回収可能性）
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　89,487千円

⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　Ⅴ.会計上の見積りに関する注記（繰延税金資産の回収可能性）」に記載した内容と同一であります。

6. 貸借対照表に関する注記
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営業取引による取引高 売上高
営業収入
売上原価
販売費及び一般管理費

－千円
5,131千円

75,728千円
26,207千円

営業取引以外の取引高 営業外収益 10,585千円

場　　　所 用　　　途 種　　　類
岡山県倉敷市 営業用資産 建物及び構築物等

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 128,480株 144株 600株 128,024株

7. 損益計算書に関する注記
⑴ 関係会社との取引高

⑵ 減損損失
当社は以下の資産グループにつき減損損失を計上いたしました。

詳細については「連結注記表　Ⅶ.連結損益計算書に関する注記」に記載のとおりであります。

8. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注）1.普通株式の株式数には、「役員向け株式交付信託」および「従業員向け株式交付信託」制度の信託財産として、株式会
社日本カストディ銀行（信託口）が所有する当社株式（当事業年度期首85,100株、当事業年度末84,500株）が含まれ
ております。

2.普通株式の増加144株は、単元未満株式の買取りによるものであります。
3.普通株式の減少600株は、「従業員向け株式交付信託」制度に基づく従業員への給付等による減少であります。
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長期未払金 3,349千円
減損損失 38,503千円
賞与引当金繰入限度超過額 32,161千円
社会保険料等損金不算入額 14,966千円
事業税引当 4,820千円
繰越欠損金 85,260千円
その他 175,041千円

繰延税金資産小計 354,103千円
評価性引当額 △131,369千円
繰延税金資産計 222,734千円

圧縮積立金 △66,470千円
その他有価証券評価差額金 △66,775千円

繰延税金負債計 △133,246千円
繰延税金資産の純額 89,487千円

⑴ １株当たり純資産額 1,150円52銭

⑵ １株当たり当期純利益 0円83銭

9. 税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

⑵ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に国会で成立したことに伴い、2026年

４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2027年３月21日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る繰延税金資産および繰延税

金負債については、法定実効税率が30.46％から31.36％に変更されます。
なお、この税率変更による影響は軽微であります。

10.  収益認識に関する注記
 　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１.重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑷重要な収
-　益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

11. １株当たり情報に関する注記

（注）「役員向け株式交付信託」および「従業員株式交付信託」が保有する当社株式84,500株を、「１株当たり純資産額」および
「１株当たり当期純利益」の算定上、期末発行済株式数および期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており
ます。

12. 重要な後発事象に関する注記
 　該当事項はありません。

13. 連結配当規制適用会社に関する注記
 　該当事項はありません。

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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